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　国内では2017年、フィンテック（Fintech）振興に向けて制度整備が一気に進んだ。電子決済等代行業者、
仮想通貨交換業者の登録制導入、金融機関におけるオープンAPI（Application�Programming�Interface）（注１）
対応の努力義務の明文化、金融庁におけるFintech実証実験ハブ（いわゆるRegulatory�Sandbox＝規制の砂場）
の設置、などである。世界でも有数の移動体通信インフラや情報通信ネットワークに新たな価値を加えるべく、
2020年の東京オリンピックに向けて電子決済基盤の刷新なども加速する。
　しかし海外に目を転じると米国、中国では有力フィンテック企業がコンプライアンスやガバナンスの弱さを露
呈し、社会問題化する不祥事を相次いで引き起こし、英国も含めて金融監督当局は日々登場する新サービスと利
用者保護のバランス調整に追われる。本稿ではフィンテックによる新たな価値創造の可能性、活力を損なわない
適度な規制の模索、その先にある社会政策への活用など、フィンテックに関する最近の海外の政策動向を概観す
る。

１．はじめに：APIエコノミー
　フィンテックの効果を象徴する言葉として「API

エコノミー」という言葉が、しばしば使われる（注２）。

Fintechに対する振興策と規制
─英国の動向を中心に─
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